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第 ２ 回  熊本県議会 ＴＰＰ対策特別委員会会議記録 

 

平成25年６月25日(火曜日) 

            午後２時０分開議 

            午後３時５分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 （１）ＴＰＰ交渉に関する件 

   ① ＴＰＰ交渉の現状について 

   ② 熊本県農林水産物への影響額試算に

ついて 

  （２）付託調査事件の閉会中の継続審査に

ついて 

 （３）その他 

――――――――――――――― 

出席委員(14人) 

        委 員 長 前 川   收 

        副委員長 早 川 英 明 

        委  員 山 本 秀 久 

        委  員 西 岡 勝 成 

                委  員 村 上 寅 美 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 荒 木 章 博 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 中 村 博 生 

        委  員 佐 藤 雅 司 

        委  員 田 代 国 広 

        委  員 早 田 順 一 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 企画振興部 

         部 長 錦 織 功 政 

総括審議員兼         

政策審議監 内 田 安 弘 

企画課長 小 原 雅 晶 

 知事公室 

政策調整監 白 石 伸 一 

 総務部 

首席審議員兼         

人事課長 金 子 徳 政 

 健康福祉部 

首席審議員兼         

健康福祉政策課長 古 閑 陽 一 

健康危機管理課長 一   喜美男 

医療政策課長 三 角 浩 一 

国保・高齢者医療課長 大 塚 陽 子 

環境生活部 

首席審議員兼         

環境政策課長 宮 尾 千加子 

くらしの安全推進課長 石 﨑 尚 喜 

商工観光労働部 

政策審議監兼         

商工政策課長 出 田 貴 康 

産業支援課長 奥 薗 惣 幸 

企業立地課長 寺 野 慎 吾 

 農林水産部 

政策審議監 豊 田 祐 一 

農林水産政策課長 田 中 純 二 

農産課長 山 中 典 和 

畜産課長 矢 野 利 彦 

林業振興課長 小 宮   康 

水産振興課長 平 岡 政 宏 

土木部 

監理課長 成 富   守 

出納局 

管理調達課長 前 野   弘 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     政務調査課主幹 松 野   勇 

     政務調査課主幹 山 鹿 公 嗣 
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――――――――――――――― 

  午後２時０分開議   

○前川收委員長 ただいまから、第２回ＴＰ

Ｐ対策特別委員会を開催します。 

 では、まず私のほうから御挨拶をさせてい

ただきたいと思います。 

 改めまして、委員長を仰せつかっておりま

す前川でございます。早川副委員長ととも

に、本委員会の円滑な運営に努めてまいりま

すので、皆さんの御協力をどうぞよろしくお

願い申し上げます。 

 既に御承知のとおり、本委員会は、ＴＰＰ

交渉に関する件を調査事件としておりますけ

れども、ＴＰＰ交渉そのものは国の専権事項

ということになっております。とはいえ、過

日発表があったとおり、県内経済にも大変大

きな影響を及ぼす可能性が高いＴＰＰという

ことでございますので、議会としても、県民

の不安の受け皿として、また、その不安解消

をしていくために県としてできること、それ

から、国に対してきちっとお話をしていかな

ければならないこと、そういったことの取り

まとめをしていくために委員会を審議してい

きたいというふうに思っております。 

 事実上、７月24日からが、我が国がＴＰＰ

交渉に参加してくる日程だというふうに伺っ

ておりまして、それまでの間はなかなか情報

が入りづらい部分もあると思いますので、き

ょうの審議は、大まかこれまでの経緯等々の

説明をいただきながら、今後の審議の基礎的

な部分をしっかり皆さんと共有していくとい

うことになるというふうに思っておりますの

で、皆さん御協力をどうぞよろしくお願いし

ます。ありがとうございました。 

 それでは、副委員長、お願いします。 

 

○早川英明副委員長 こんにちは。 

副委員長を仰せつかっております早川でご

ざいます。一言御挨拶を申し上げます。 

 前川委員長を補佐し、円滑な委員会運営が

行われますように努めてまいりますので、ど

うかひとつ皆様方の御協力をよろしくお願い

申し上げます。 

 簡単ではありますけれども、御挨拶にかえ

ます。お世話になります。 

 

○前川收委員長 それでは、執行部も入って

の初めての委員会でございますので、執行部

を代表して錦織企画振興部長から御挨拶をお

願いいたします。 

 

○錦織企画振興部長 こんにちは。 

ＴＰＰ対策特別委員会の開会に当たりまし

て、執行部を代表いたしまして御挨拶を申し

上げます。 

 このたび、環太平洋パートナーシップ協定

に係るＴＰＰ対策特別委員会が県議会に設置

されましたことは、まことに時宜にかなった

ものであり、大変意義深いものであると思っ

ております。 

 周知のとおり、ＴＰＰにつきましては、協

定参加による経済発展を期待する声がある一

方で、国民生活に大きな影響を与えることが

懸念されております。特に、多くの農林水産

業者が不安を抱えておられます。 

 県では、この問題に関しまして、３月の安

倍総理のＴＰＰ交渉参加表明を受け、知事を

本部長といたしました情報連絡本部を直ちに

設置いたしまして、情報収集等に取り組んで

まいりました。 

 また、今月10日には、県議会議長、副議長

とともに蒲島知事が、国民に対し十分な情報

を提供することなどを国に要望してまいりま

した。 

 具体的な審議としては、今回初回となりま

す本日の委員会では、ＴＰＰ交渉の現状や、

本年３月に行いました本県農林水産業への影

響試算等について御報告させていただきま

す。 

 報道によりますと、我が国は、早ければ来
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月下旬にも交渉に参加するとも言われており

ます。執行部としても、精いっぱい頑張って

まいりたいと考えておりますので、前川委員

長、早川副委員長を初め委員の諸先生方の御

指導のほど、よろしくお願い申し上げます。 

 

○前川收委員長 ありがとうございました。 

 次に、執行部関係部課職員の自己紹介をお

願いします。 

 初めての委員会でございますので、どの部

局が参加しているか、自席からお願いいたし

ます。 

  （政策調整監、人事課長～管理調達課長

の順に自己紹介) 

○前川收委員長 それでは、審議に入りま

す。 

 お手元に配付しております本日の次第に従

い、まず執行部から説明の後に一括して質疑

を受けたいと思います。 

 では、執行部から、まずＴＰＰの交渉現状

についての説明をお願いします。 

 どうぞ自席から、座ったままで結構でござ

いますので、よろしくお願いします。 

 

○小原企画課長 企画課小原でございます。 

 本日は、初めにＴＰＰ協定交渉の現状につ

いて御説明し、その後、３月に行った関税を

撤廃した場合の試算の結果について御説明を

させていただきます。 

 まず、資料をめくっていただいて、１ペー

ジ、２ページをごらんください。 

 まず、ＴＰＰ協定交渉の現状について、平

成25年４月に内閣官房が策定した資料を使っ

て説明させていただきます。 

 それでは、下の２ページ目をごらんくださ

い。ＴＰＰ協定の概要になります。 

 ページ上の枠囲みのＴＰＰの基本的な考え

方に掲げられている２つが、まさにＴＰＰの

大きな特徴でございます。 

 １点目の特徴は、高い水準の自由化が目標

ということでございます。 

 これは高い水準の自由化、つまり原則とし

て例外なしの関税撤廃が目標とされていると

いうことでございます。 

 ＴＰＰ交渉には、既にＡＰＥＣ参加21の国

と地域のうち11カ国が参加しており、世界全

体のＧＤＰの約３割を占める国々が自由貿易

圏の形成に向かっていく中で、ＴＰＰの中で

決められているもろもろのルールが今後のス

タンダードになっていく可能性があり、アジ

ア太平洋地域における高い水準の自由化が目

標とされております。 

 ２つ目の特徴は、２番目でございますが、

非関税分野や新しい分野を含む包括的な協定

ということです。 

 これは、関税の撤廃だけでなく、非関税分

野や、これまでの我が国のＦＴＡ、自由貿易

協定などで扱ったことのない新しい分野を含

む包括的な協定であるということでございま

す。 

 その下の文章に書いてありますとおり、Ｆ

ＴＡ、自由貿易協定の基本的な構成要素であ

る物品の関税の撤廃や削減に関する物品市場

アクセスやサービス貿易のみでなく、具体的

には、下の一覧表に記載されている合計21の

分野に及ぶ包括的協定として交渉されており

ます。 

 下の一覧表で、グレーで網かけをしてある

左下と右下の３項目が、先ほど御説明した、

いわゆる我が国にとっての新しい分野とされ

ている３分野でございます。 

 右下の16、環境、左下の17、労働というの

は、例えば環境保護や労働保護の水準を緩和

させて、安く製品をつくって海外に輸出する

ようなことは制限しましょうといったような

ルールづくりが話し合われています。 

 一番右下の21の分野横断的事項では、中小

企業が協定を使いやすくする仕組みづくりな

ど、複数の分野にまたがる規制への対応に関

する事項が話し合われています。 
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 このように、ＴＰＰ協定では、21分野にま

たがり協議が進められていますが、日本はま

だ交渉に参加していないため、交渉の具体的

な内容は把握できないでいると言われており

ます。そのような状況ではございますが、県

としては、今後とも政府からの情報をしっか

りと収集してまいりたいと考えております。 

 資料をめくっていただき、３ページをごら

んください。 

 これまでのＴＰＰ関連の動きについて御説

明いたします。 

 最上段ですが、ＴＰＰは、2006年に、シン

ガポール、ニュージーランド、チリ、ブルネ

イの４カ国で発行された経済連携協定がもと

になっております。その後、2010年３月に、

アメリカ、オーストラリア、ペルー、ベトナ

ムの４カ国が交渉に加わり、計８カ国で交渉

が開始され、アメリカが参加したことで脚光

を浴びるようになりました。 

 2010年の10月には、当時の菅総理が、ＴＰ

Ｐ交渉への参加を検討することを表明すると

ともに、マレーシアが交渉に参加し、交渉参

加国が９カ国となりました。2011年には、当

時の野田総理が、交渉参加に向けた関係各国

との協議を開始することを表明しました。ま

た、2012年10月には、メキシコとカナダが交

渉参加手続を終了し、11月の交渉会合から交

渉に参加しております。この２カ国の参加

で、交渉参加国は現在の11カ国となっており

ます。なお、周知のとおり、我が国は、本年

３月、安倍総理が交渉参加を表明いたしまし

た。 

 新たに交渉に参加するためは、既に交渉に

参加している国々からの交渉参加の支持を得

る必要があります。日本の交渉参加について

は、４月に各国から順次参加の支持が得られ

ており、現在日本の交渉参加を承認するため

のアメリカの国内手続を待っている状態でご

ざいます。 

 この説明資料は、内閣官房から４月に示さ

れたものであるため、ページの一番下に、次

回会合は５月と記載されておりますが、既に

予定どおり５月にペルーで第17回の交渉会合

が開催され、次回の交渉会合は、７月15日か

らマレーシアで開催されることが決まってお

ります。その後、９月にも会合があり、10月

にはインドネシアで開催されるＡＰＥＣでの

首脳会議での会合が予定されている模様で

す。 

 なお、交渉参加国は、本年10月の基本合

意、年内の妥結を目指しているとも報道され

ておりますが、一方では、妥結は来年春にな

るとの報道もあっております。 

 次の下側、４ページをごらんください。 

 ただいまお話しいたしました、５月に開催

された最近の第17回交渉会合の概要でござい

ます。 

 まず、１番目でございます。会合及び交渉

の全体像についてですが、会合は、５月15日

から24日にかけて、交渉参加11カ国から700

名以上の交渉担当者が参加し、ペルーのリマ

で開催されました。次回の交渉会合は、７月

15日から25日にかけてマレーシアで開催され

ます。 

 次の２、今次交渉会合の成果につきまして

は、２行目から３行目にかけて、協定全体を

通じ交渉を進展させたと報告されておりま

す。特に、次の段落では、越境サービス貿

易、衛生植物検査、貿易救済等の交渉グルー

プは、作業が大きく進展したと報告されてお

ります。 

 一方、次の３段落目では、物品、サービ

ス、投資及び政府調達などについては、その

性質と複雑さゆえに、追加的な時間を必要と

することを認識したとされております。 

 一番下の３、我が国の交渉参加では、２行

目の後半から、全ての交渉参加国が、それぞ

れの国内手続を完了し、日本が正式に交渉に

参加し次第、７月会合への日本の参加は適切

に達成されることが交渉参加国間で合意され
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たと報告されております。 

 報道などでは、日本は、７月23日あるいは

24日から交渉に参加できるのではないかと言

われております。 

 資料をめくっていただき、５ページをごら

んください。 

 昨年の２月から３月にかけて、主要都市で

開催された地域シンポジウムにおける参加者

などから指摘されたＴＰＰ協定のメリット及

びデメリットについて例示されております。 

 まず、メリットについては、アジア太平洋

自由貿易圏、ＦＴＡＡＰ――エフタープと申

しますが、ＦＴＡＡＰへのステップになると

いうこと。このアジア太平洋自由貿易圏、Ｆ

ＴＡＡＰとは、2004年のＡＰＥＣで提案され

たアジア太平洋地域の自由貿易圏交渉のこと

です。２点目に、ＴＰＰ協定参加国間で互い

の関税をなくしていくことで、貿易が盛んに

なるということ。３点目に、日本の製品がＴ

ＰＰ協定参加国の国内製品と差別されないよ

うになるということ。以下、(4)(5)(6)の３

項目のメリットが記載されております。 

 一方、デメリットといたしましては、１点

目に、原則として、即時に全品目の関税の撤

廃が求められ、その結果、農業の衰退や自給

率の低下を招くのではないかということ。２

点目に、安全ではない食品が増加したり、食

品の安全基準が緩和されるのではないかとい

うこと。３点目に、公的な医療保険を受けら

れる範囲が縮小されてしまうのではないかと

いうこと。４点目に、質の低い外国人専門家

や単純労働者が大量に流入するのではないか

ということ。５点目に、地方の公共事業が海

外の企業にも一層開放されることで、海外の

企業にとられてしまうのではないかというこ

と。最後に、外国人の投資家が訴えること

で、日本の国内制度を変更させられるなど、

国家主権にも影響が及ぶのではないかという

点が懸念されております。 

 次の６ページ目をごらんください。 

 ＴＰＰ問題に対する庁内の関係部局の一覧

でございます。 

 今申し上げたメリット、デメリットは、あ

くまでも交渉参加前の情報であり、実際にど

のような影響があるかは、今後の情報をしっ

かり分析していく必要があると思っておりま

すが、報道などでもさまざまな影響が懸念さ

れていることから、このような現時点での状

況も踏まえ、本日は、表に掲げている関係部

局で出席させていただいております。 

 資料をめくっていただき、７ページをごら

んください。 

 これまでの県議会、執行部の主な取り組み

を掲げております。 

 平成22年10月の当時菅総理の交渉への参加

検討の表明を受け、県議会におかれまして

は、同年11月に臨時会を開き、ＴＰＰへの拙

速な参加表明に反対する意見書を可決されて

おられます。同じ11月には、執行部から、包

括的経済連携に関する基本方針の策定に対す

る要望を国に提出しております。 

 平成23年10月には、再度、議会で意見書が

可決されるとともに、議長と知事とで政府へ

の要望活動を行っております。同年12月に

は、議会のほうで３回目の意見書が可決され

るとともに、庁内の連絡体制として、関係部

局の政策審議監をメンバーとするＴＰＰ協定

に係る情報連絡会議を設置し、これまで７回

会議を開催しております。 

 翌平成24年に入って、３月には、政府関係

者を招き、県民向けのセミナーを開催いたし

ております。同年４月には、臨時会が開か

れ、県議会の意見書が可決されております。 

 本年に入ってから、３月15日に、安倍総理

が交渉参加表明後、直ちに知事を本部長とす

るＴＰＰ協定に係る情報連絡本部を設置いた

しました。３月21日には、５回目の県議会の

意見書が可決されております。翌22日に、本

県の農林水産業への影響試算を公表いたしま

した。内容につきましては、後ほど御説明い
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たします。25日には、知事が政府への要望活

動を行っております。さらに、６月10日に

も、議長、副議長とともに知事も、内閣府、

農林水産省へ要望活動に行ってまいりまし

た。 

 今後とも、県議会と連携しながら、効果的

な対応をとってまいりたいと考えておりま

す。 

 次の８ページは、資料の構成上白紙でござ

います。１枚めくっていただき、９ページを

ごらんください。ここから資料が縦になりま

す。申しわけありません。 

 先ほど御説明いたしました、3月21日に議

会で可決されたＴＰＰ交渉参加に対する意見

書を掲載しております。一部を御紹介させて

いただきます。 

 真ん中よりやや下、６段目でございます

が、「よって」からのところでございますが、

「国におかれては、今後の政府間交渉に当た

っては、地方経済社会に与える影響に鑑み、

地方の声を十分に踏まえ、国民に対する情報

提供と説明責任を果たすとともに、国益をど

う守り、農業、農村の将来をどう描くのかな

どを明確に示した上で、協定加入の是非につ

いて判断されるよう、強く要望」されており

ます。 

 また、その下の部分でございますが、「な

お、交渉の過程においては、特に、農林水産

分野の重要５品目等や国民皆保険制度などの

「聖域」の確保を最優先し、それが確保でき

ないと判断された場合は、脱退も辞さないも

のとすることも、併せて強く要望」されてお

ります。 

 １枚めくっていただき、11ページをごらん

ください。 

 今月10日に、藤川議長、中村副議長ととも

に上京し、内閣府、農林水産省に提出した本

県の要望書でございます。 

 枠組み括弧の中に要望事項を記載しており

ますが、ＴＰＰ協定への加入の是非を判断す

るに当たっては、１、我が国の農林水産業の

将来ビジョンを早急、具体的に示し、農林漁

業者や消費者が抱く食料生産、供給等に対す

る不安を取り除くこと、２、国民に対する十

分な情報提供に努めるとともに、特に我々農

業県のように不安の大きい地方の意見に十分

配慮することを要望してまいりました。 

 続きまして、関税を撤廃した場合の試算に

ついてを御説明いたします。 

 資料を１枚めくっていただき、次の13ペー

ジをごらんください。 

 本資料は、３月15日に内閣官房が示した関

税撤廃した場合の経済効果についての政府統

一試算でございます。 

 まず１、試算の仮定をごらんください。 

 ＴＰＰによる関税撤廃の経済効果について

は、これまで前政権において、内閣官房、農

林水産省、経済産業省がそれぞれの試算を公

表してきましたが、その結果、国民の間に混

乱が生じた反省を踏まえ、今般、政府として

統一的な試算が実施されたものです。 

 なお、ここにも書いてありますように、本

試算は、現実の経済動向を一定の仮定のもと

に捉えたものであることに留意する必要がご

ざいます。 

 次の下の部分ですが、今回の試算は、試算

方針に書いてございます仮定に基づいており

ます。 

 まず(1)、①関税撤廃の効果のみを対象と

する、すなわち非関税措置の削減やサービ

ス、投資の自由化は含まないという仮定、第

２に、②関税は全て即時撤廃するという仮

定、第３、③追加的な国内対策を計算に入れ

ないという仮定、以上のような極めて単純化

された仮定においての計算でございます。 

 当該試算は、このように関税が即時撤廃さ

れ、何も対策をとらなかった場合という前提

に基づくものであり、今回公表された試算額

がそのまま実際の影響額になるとは言えない

ことに留意する必要がございます。 
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 なお、今回の政府の試算では、関税を全て

撤廃した場合のマクロ経済全体への効果及び

農林水産業への影響、この２つについて算定

されておられます。 

 それぞれの試算につきましては、まず、試

算方針(2)に書いてありますとおり、ＴＰＰ

の経済全体に与える影響については、ＷＴＯ

の国際機関などにおいて、各国の経済連携の

効果を試算するために使用されているグロー

バルスタンダードの分析道具であるＧＴＡＰ

――これはジータップと読みますが、ＧＴＡ

Ｐモデルという手法が用いられております。 

 もう一つの農林水産物への影響について

は、(3)に書いてありますとおり、農林水産

省が個別品目ごとの生産流通の実施、関係国

の輸出余力等をもとに生産し積み上げた生産

減少額を示すとともに、これをＧＴＡＰモデ

ルに組み入れて試算されております。 

 以下、13ページの一番下の部分から14ペー

ジの頭にかけては、ＧＴＡＰモデルの特徴に

ついて記載されております。 

 次に、右側14ページには、農林水産物への

影響試算の考え方について記載されておりま

す。 

 ページ真ん中よりやや下の(注1)に記載さ

れているとおり、試算対象となるのは、関税

率10％以上、国内生産額10億円以上である33

品目の農林水産物について試算されておりま

す。 

 試算の結果につきましては、14ページ下の

ほうの２、試算結果でごらんください。 

 まず、ＴＰＰ加入による日本経済への経済

効果につきましては、関税撤廃に伴い輸出が

ふえ、国内総生産、ＧＤＰが0.55％押し上げ

られます。一方、関税撤廃などにより輸入も

増加し、それによって国内生産が減少するた

め、ＧＤＰが0.60％下がります。また、輸入

品の価格低下や輸出増加による実質所得の増

加を通じて消費や投資が拡大し、経済全体で

は3.2兆円のプラス効果があるという結果が

示されております。 

 一方、農林水産物への影響については、

(2)にあるとおり、生産額が３兆円減少する

という結果が示されております。 

 なお、今回の政府の統一試算につき、本県

への影響を試算しておりますが、経済全体へ

の影響については、先ほど説明したＧＴＡＰ

モデルという手法が用いられており、県単位

では試算することができないため、農林水産

物への影響のみの試算を行っております。 

 試算の結果については、この後農林水産部

のほうから御説明申し上げます。 

 ＴＰＰ協定交渉の現状についての御説明は

以上でございます。 

 

○田中農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 熊本県農林水産業への影響額試算について

御説明いたします。 

 資料15ページをお願いいたします。 

冒頭の枠囲みの部分をごらんください。 

 国によりますと、農林水産物の生産額は、

国全体で約３兆円減少すると試算されており

ます。これを本県に当てはめますと、生産額

は約869億円減少する可能性がございます。 

 (1)をごらんください。 

869億円の内訳としましては、農畜産物で

は、平成23年の県産出額3,113億円のうち、

約27.4％に当たる854億円、林産物では、合

板の出荷額78億円のうち、約11.5％に当たる

９億円、水産物では、海面漁業生産額334億

円のうち、1.9％に当たる約６億円が減少と

なりました。 

 (2)をごらんください。試算方法について

でございます。 

 農林水産省の算出方法に準じ試算を行いま

した。農畜産物については、前回試算と同様

に、本県において影響の大きい上位７品目、

具体的には、米、小麦、牛乳・乳製品、牛

肉、豚肉、鶏肉、鶏卵を対象として試算を行
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っております。林産物につきましては、唯一

の試算対象品目である合板等について試算を

行いました。水産物については、本県におい

て影響の大きい上位５品目、あじ、さば、い

わし、いか・干しするめ、かつお・まぐろ類

を対象として試算を行いました。 

 (3)をごらんください。前回試算との違い

についてでございます。 

 前回の影響額試算は、全世界を対象に、直

ちに関税を撤廃した場合ということでした。

今回の試算は、ＴＰＰ参加11カ国に限定した

影響額となっております。さらに、今回は、

個別品目ごとの生産流通の実態、関係国の輸

出余力などが考慮されたものとなっておりま

す。 

 次に、16ページをお願いいたします。 

 品目別の試算方法については、試算方法の

欄のところに記載してあるシナリオに基づい

て試算しております。 

 主なものを上げますと、米では、米国及び

豪州産米の輸入により、国内生産量の約３割

が置きかわり、残る国産の米の価格は26％下

落するという国のシナリオに基づいて試算を

行っております。 

 牛肉につきましては、肉質が３等級以下の

国産牛肉の９割が外国産に置きかわり、肉質

３等級以下の国産牛肉の１割及び肉質４、５

等級の国産牛肉は残るという前提のもと、３

等級以下の国産牛のうち、残る１割の価格は

関税相当額14％下落、残る４、５等級の国産

牛肉の価格は７％下落するという国のシナリ

オに基づいて試算を行っております。 

 牛乳、乳製品につきましては、国産乳製品

の価格が外国産の約３倍の価格であることや

品質差もほとんどないために、国産乳製品の

全量が外国産に置きかわる、行き場を失った

北海道の乳製品向けの生乳が飲用に供給さ

れ、都道府県の生乳は、プレミアム牛乳を除

いて消失するとの国のシナリオに基づき試算

を行いました。 

 資料17ページをお願いいたします。 

 林産物、水産物についても同様に試算を行

っております。上段が林産物についての試算

結果、下段が水産物の試算結果でございま

す。 

 今回の試算は、あくまで国の試算に準じて

行ったものであり、関税が即時撤廃され、何

も対策をとらなかった場合という前提に基づ

くものでございます。公表した試算額は、そ

のまま実際の県への影響額になるとは言えま

せんが、県内農林水産業へは大きな影響があ

ると考えております。 

 熊本県農林水産業への影響額試算につきま

しては以上でございます。 

 

○前川收委員長 以上で説明は終わりまし

た。 

 これから質疑に入りたいと思いますけれど

も、今までの説明のとおり、なかなか情報が

入っていないというのが現状でありまして、

執行部におかれましては、今後も情報収集に

しっかり努めていただきたいというふうに思

っておりますが、交渉でございますので、今

想定に基づく部分についてはなかなか質疑に

答えられない部分も執行部のほうにはあろう

かと思います。その点御配慮の上、御質疑い

ただければというふうに思います。 

 

○村上寅美委員 部長、総合的なことで、貿

易が日本にもたらすことが大きなメリットで

あるということは我々もわかります。ただ、

これにも書いてあるように、国益的に日本農

業がどうなるかということは、ＴＰＰは関係

なくても、農業で飯が食えるようなことを国

策としてやらなくちゃいかぬということなん

ですね。 

 例えば、これに書いてある５品目、５品目

だけでいいかと。じゃあ、ほかのところは、

お茶とか、熊本県内じゃなくても、日本国で

５品目だけで生活ができるかということにな
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ると――何を言いたいかというなら、専業農

家に対しては、やっぱり保護でなくて育成す

るような国内政策をとってもらいたいという

ことを、委員長、私は強く要望します。 

 

○前川收委員長 じゃあ、御要望だそうでご

ざいますので、何かあれば答えていただきた

いと思います。 

 

○錦織企画振興部長 村上委員の御指摘はも

っとものことであると県としても思っており

ます。 

 同じ考え方に立ちまして、今月、熊本県

は、知事を筆頭に、県議会議長と副議長と御

一緒に、政府に対しまして要望、政策提案を

行ったところでございます。 

 その中におきましても、ＴＰＰに関して、

今回御説明させていただきました内容にあわ

せて、ＴＰＰがあろうがなかろうが、国内対

策として、今後農業政策が、そして農家の運

営というのが安定的に回りますよう、新たな

その施策の検討を政府にお願いしたところで

ございますので、今後ともその方向で国に求

めていきたいと思っております。 

 

○前川收委員長 既に要望をしてあるという

ことです。 

 

○城下広作委員 済みません、ちょっとそも

そも論ですけれども、この委員会の部分で決

めることの方向性を確認したいと思います。 

 要は、先ほど委員長が言われたように、Ｔ

ＰＰに参加をする、しないは国が最終的には

決めると。そのことで、私たちは、国が決め

て、ここで論議をして、状況とかいろいろ情

報を聞いたって、最終的には国が決めると言

ったら、それをのまないかぬということは現

実に来るわけですよ。 

 そうすると、この委員会では、国が参加す

る、しないということをノーだというように

意思表示をするのか。例えば、12月まで、参

加をする段階で、徹底してこれは厳しいと、

熊本県としてはそれは厳しいというような決

議をして言うような形の答えを大事にしてい

くという形をするのか。例えば、国がもう決

めた、そうしたら、その影響を受けるのは―

―どうやって熊本県はそれをいかに軽く受け

とめてやるかという、そんなことの論議しか

もう役目はできないんじゃないかと。参加す

る、しないは国が決めることだから。それ

を、ここでやっぱり決めることは、それがノ

ーだと、どう考えても、いろんな試算しても

これは到底受け入れられないということを明

確に言うというのが一番大事という角度で示

すような形じゃないと。県はどうなのかなと

いう考えです。 

 

○前川收委員長 これは私のほうで委員会の

運営方針としてお話をしておきたいと思いま

すが、基本的にどうするということをこの時

点で決めるということではございません。し

かし、交渉の過程を見ながら――これは、一

遍にあしたぽんと決まるという話じゃなく

て、順次いろんな情報が入ってきながら、状

況の見きわめをしていくということがまず第

一義的には必要だと思いますが、その過程に

おいて――過程ですよ。過程において必要で

あれば、政府に対して一定の圧力をかける。

つまり、こうこうこういう交渉であればノー

だということを言う機会もあると思います

し、別にまた交渉に参加するということであ

っても、これだけはしっかり守ってください

というような部分の圧力をかけるということ

もあり得るというふうに思っています。それ

は、形は意見書であったり、直接我々が東京

に出向いてお話をするということもあり得る

かもしれません。 

 それともう一つは、全体の国の枠組みの中

で決まっていく交渉内容に対して、県内対策

としてやれる部分、つまり関税がこうなって
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も熊本としてはこういう対策がありますと、

もちろんこれは国の政策と呼応しながらとい

うことにはなろうかと思いますが、全体的な

影響を下げていくということ、これは交渉の

行く末を見きわめながらしか断定的に今話を

はっきりできるわけではありませんけれど

も、そういったものについての議論もやっぱ

りしていくべきだというふうに思っておりま

すので、なお状況を見きわめながら委員会と

してのさまざまな、その場面場面の中で皆さ

んと御相談をして決めていくということであ

ろうと思います。 

 基本的には、必要であれば意見書等々を、

県議会が法律に基づいて国に意見を申し上げ

るということはできるわけでありますから、

委員会で発議しながら、本会議に諮りながら

意見書を出すということも当然あり得る話で

ありますし、一定の圧力が――それは圧力と

いうことだと思っていますから、そういうこ

とと同時に、県内影響をどう抑えていくかと

いうこと、ノーという、最終的なノーという

結論も、今この時点において、そういうこと

はないということではないです。いろんな結

論はあり得るというふうに思っております。

議論の成果次第と交渉の進捗の状況と内容次

第ということだと思っています。 

 

○城下広作委員 では、やっぱりこの委員会

の開催の頻度というか、リズムというのは、

結果的には、大きなそういう交渉事が始まる

時期、また、国が新たな試算が明確になる部

分とか、向こう側からだんだん見えてきたも

の、これがだんだんつまびらかになってきた

段階で、一つ一つで対応して開いていくとい

うリアルタイムのやり方をすることが望まし

いんじゃないかと思いますけれども。 

 

○前川收委員長 私も基本的にはそう思って

おりまして、７月24日という日にちをあえて

冒頭の御挨拶で言ったのは、そこから本格交

渉というか、正式な交渉入りということにな

るわけでありまして、それ以降見えてくる情

報、ただ、見えてきた情報を我々がそのまま

審議するということもありますけれども、基

本的には、やっぱり執行部のほうがその情報

を分析、解析しながら、そことの議論という

ものも含めてやっていくべきだろうと思って

いますので、まあ即時になるかどうかはちょ

っとわかりませんけれども、そういうタイミ

ングを見ながら、情報を整理しながらやって

いきたいというふうに思っております。 

 

○鬼海洋一委員 今お話しのとおりに、局面

局面において、国に対するさまざまなアクシ

ョンをとらざるを得ない場面が出てくるだろ

うというふうに思っております。 

 その前に、じゃあ具体的に進んでいく事

象、事態というのが、どういうぐあいに県内

経済や県民生活に影響を及ぼすかということ

をこの中でつかんでおくということが最大の

この委員会の使命であろうというふうに思う

んですが、そこで、今869億、つまり直接的

な試算が出ました。これが、つまり、今の法

律でいっても、農業、農村、食料という、農

業基本法がそういうぐあいに変わりながら、

集落維持まで含めた今法体系に変わっている

わけでありますが、この869億というのが県

内経済にどういう影響、さらに波及効果をも

たらすのかということに対する試算、それか

ら、一番大事なことは、これだけ、かつて4,

000億あったものが既に3,000億、それがさら

に869億減少するということになりますと、

熊本県の集落維持そのものができなくなって

いくというふうに思うんですね。 

 そういう意味で、その辺の試算というのが

どの程度なされているかということをまずお

答えいただきたいと思います。 

 

○田中農林水産政策課長 農林水産物につき

まして、国に準じた形で869億円というのを
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出しました。国の試算のほうは、関連産業に

ついては出ておりません。 

 そこで、基本的には、国民的合意のために

は、いろんな影響額を試算した上で幅広く議

論をするのが非常にいい形かなと思いますけ

れども、一方では、影響額を出したというこ

との影響というのもありまして、その付近を

踏まえながら、我々はいろいろ考えながら、

今回869億円という額を出したところでござ

います。 

 例えば、都道府県でいきましても、そもそ

もこの869億円という額を出しているところ

は27道県しかございません。残りの20県は、

このレベルの額自体も出していないというこ

とで、いろいろその付近の影響額を公表する

ということを検討する中で、それを出したこ

との影響とかも踏まえて考えておりまして、

今回は869億円という、国に準じた試算を出

したところでございます。 

 

○鬼海洋一委員 直接的な影響額というの

は、大体試算でお出しになっているとおりだ

というふうに思うんですが、我々、大事なこ

とは、じゃあこれが県民生活にどういう影響

をもたらすのかという意味では、先ほど言い

ましたけれども、これだけ減少するというこ

とになると、ほとんどが農村集落は残らない

というふうな状況になってくるのではない

か。そのことが県経済に多大なる影響を及ぼ

すわけでありますから、そういうものについ

てはある程度やっぱり試算はすべきじゃない

のかなというふうに私は思うんですね。 

 それからもう一つは、さっき村上委員のほ

うからお話がありましたが、このことによっ

てプラスになってくる、つまり、さまざま

の、まあ自動車とか、俗に言われる輸出をす

るそういうものの熊本県内における、つまり

商工業という分野での影響というのはどうな

っていくのかということについても一定の試

算をすべきではないのかなというふうに、そ

の辺がプラス、マイナスを相殺して全体でプ

ラスになっていく状況になるのかどうか、熊

本県として。その辺の試算の状況はいかがで

しょうか。 

 

○錦織企画振興部長 先ほど企画課長からの

説明でもございましたが、この農林水産部が

作成いたしました影響額試算というのは、国

で示された農林水産業の分野だけにおける試

算でございまして、しかも、それも特定の分

野だけの試算でございます。 

 もちろん、鬼海委員御指摘のとおり、本来

であれば、農業分野ももうちょっと包括的な

影響がある、あるいは農業以外分野の影響も

ある、もっと言うと、日本が海外に出ていっ

て商売をしている部分のプラスの影響もあ

る、全部ひっくるめたところでの試算をしな

ければ本来の姿は出ない。 

 ただ、残念ながら、熊本県という限られた

範囲の試算をしようとすると、農業分野はか

なりデータもそろっておりますし、国からの

試算の技術というのもかちっと示されていま

したので、同じことができます。ただ、例え

ば商業分野における影響といいますと、今度

は、これが輸出するもの、熊本県下から実際

に輸出されているものがどのぐらいあるの

か、これがむしろプラスの影響を受ける部分

があるということですが、これはデータ的に

追えない。 

 それから、全体的に国の所得の水準が上が

ることによって得るメリットがありますが、

これは日本全国ではマクロモデルを使って国

が試算しておりますけれども、その部分を熊

本分だけ抜き出すということが技術的にでき

ない。 

 さらに、もっと言いますと、今回、このＴ

ＰＰの中核部分は、マーケットアクセス、要

するに関税撤廃の部分だけでなくて、むしろ

規制の自由化の効果がウエートとして非常に

大きゅうございます。それが、海外において
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規制の自由化が行われることによって、日本

の企業が輸出先でメリットをこうむるという

のがかなり大きくなる、その効果が、じゃあ

どう熊本に関与するのかというところが全体

として定量化できないという、その決定的な

問題がございます。 

 そうした条件の中で、あえて確実に影響と

して推定できるものがあるとすれば何かとい

うことで、今回農林水産業部分だけに限って

やったものでございます。しかも、この農林

水産業部分とて、これは完全にこの対象産品

については即時関税撤廃をした場合の影響額

がこうだということであって、もちろん実際

にＴＰＰに参加したときには、国も、参加し

たことによる農業保護策を必ずとるものと思

われます。その策があって初めて実際の効果

ということになりますので、余りにも仮定が

多くなるものでございますから、正直、県で

現在推定し得るのはこれが精いっぱいである

というところは御理解いただきたいと思いま

す。 

 

○鬼海洋一委員 そこで、先ほど委員長のほ

うからも、７月20何日ですか、日程の目安が

示されました。これから交渉に入るというこ

とになっていくわけでありますから、その中

でさまざまの具体的な問題点の解明というの

はなされていくであろうというふうに思いま

す。 

 今部長のほうからもそういうお話がありま

したけれども、しかし、だからといって、じ

ゃあ全体像を把握しない中で部分的な問題で

議論をするということそのものが、これから

我々の委員会としての使命を全うするという

上で、それでいいのかどうかということにな

れば、やっぱり問題だというふうに思います

ね。 

 ですから、交渉の過程の中で示されてくる

その場面場面の中で、可能な限り、熊本県に

対する影響がどういうぐあいに出てくるんだ

ろうか、あるいは具体的に農業分野の課題が

どういうものが出てくるんだろうかというも

のについて差し示しながら、この中での対応

策であり、あるいは国に対する、先ほどから

出ておりますように、問題点の批判なり、や

っていくべきではないかと、そういうのもこ

の委員会の価値であろうというふうに思って

おりますので、そのこともぜひよろしくお願

いしておきたいと思います。 

 

○前川收委員長 県におかれましても、対策

本部を立ち上げてあるわけでありますから、

情報収集と同時にその分析、しかも、今お話

がありましたように、県内に限定された形で

の影響がどういう形で出るか、可能な限りし

っかり調査していくということには努めてい

ただきたいというふうに思っております。 

 

○荒木章博委員 もう城下委員、鬼海委員が

言われたからですね。いろんな動きの中で、

情報収集を、やっぱり委員長にも、ぜひその

時々に委員会を開いていただいて、県民に説

明責任の前にも、委員会でも論議をすればい

いかなというふうに思っております。 

 それで、１点だけちょっとお尋ねをしたい

というふうに思っています。 

 10数年前から建設業界も非常に落ち込んで

きたということを聞いておりますけれども、

それは自由化自由化ということで、価格競争

で低く提供するということで、その中にまた

外国資本が入ってくる、いろんな状況が変わ

っていく、そういうことについてはどういう

ふうにやっぱり認識していいのかなと思って

ですね。そこだけちょっとお尋ねしたいと思

います。 

 

○成富監理課長 現在のＷＴＯの19億程度以

上の工事については、もう既に外国資本が入

るようになっていますけれども、県内発注工

事については、基本的には、そういう大型工
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事は今のところないので、今のところ県内の

建設業に対するこの影響は大きくないのかな

とは思っています。 

 ただ、その基準が下がってくれば、海外か

ら入ってくる以上に、地域要件が排除されま

すと、国内の他の地域の企業が入ってくる可

能性もあるので、その辺も踏まえてしっかり

検証しないといけないということは考えてい

ます。 

 

○荒木章博委員 これは非常に大事なことだ

と思うんですね。この流れが一つ崩れていく

と、ばあっと崩れていく可能性がある。県内

企業をやっぱり守っていくためにどういうふ

うにしていくのか。大手資本だけがまた寄せ

てくる。価格の問題になると、これは全然太

刀打ちできないような状況になると思います

ので、それも引き続きまた情報とか、いろい

ろ教えてください。以上です。 

 

○西岡勝成委員 城下先生からも時系列的な

話が出てきましたけれども、そのＴＰＰ交渉

というのは、例えば農業分野で議論がされ

て、そこで妥協して次に商工とか、そういう

感じで進むのですか。 

 

○前川收委員長 交渉のあり方がどうなの

か。同時進行か、１つずつなのか。 

 

○錦織企画振興部長 済みません、ちょっと

昔とったきねづかなので、私の知っている範

囲で申し上げますが、基本的に貿易交渉とい

うのはその時々のルールでございます。１つ

の案件がとまってしまうと、それは置いとい

て、ほかのできるところからやっていこうと

いうことになることもありますし、同時並行

でざーっとやっていくこともありますし、

今、ＴＰＰ交渉では、具体的にどの部分が動

いていて、どこが動いていないという情報が

入っておりませんが、ただ、政府の発表する

情報を見ておりますと、それぞれの分野が、

今多くのものが同時並行的に動いていると。

ただ、それの進捗度合いがそれぞれに、どの

分野がかなり進んでいて、どこが進んでない

のかというところは、ちょっと判然としない

部分がございます。 

 

○西岡勝成委員 そういう情報をいかに得な

がら我々は議論していくかということになり

ますよね、最終的には。だから、途中で幾ら

いろいろな議論をしても、仮定であって、な

かなか結論が出てきた話に対しての議論じゃ

ないので、その辺はちょっと我々も難しいな

とは思うんですけれどもね。 

 

○前川收委員長 ただ、こういう交渉があっ

ているという情報が入り、それをやらせちゃ

困りますよという部分での発信ということは

あり得ると思います。結論になる前に、我々

がやっぱり意見を言うということも必要かと

いうふうに思っていますので、だから、その

辺は適宜やっていくしかないというふうに思

います。 

 

○松田三郎委員 このＴＰＰの交渉というの

は、日本がこれから進んでいく初めての経験

ですから、極端に言うと、誰も経験したこと

がないわけですから、日本人で全て詳しく知

っている人はゼロということも考えられるわ

けで、先ほどおっしゃったように、国民に対

していろいろ情報提供が必要である、それは

ごもっともですが、余り私も悲観的なことを

言うつもりはありませんが、例えば、さっき

言いましたように、メディアでいろいろああ

でもないこうでもないと言われているのも、

もしかすると大部分は推測であり、希望的観

測も含まれているのかもしれない。ただ、

我々は、それを検証するすべもないわけです

ね。 

 例えば日本農業新聞、これはかなり詳しく
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一般紙よりも書いてある。まあ、連載とか記

事もそうでございますが、だから、それに書

いてあるのが本当なんだろうかどうなのか

は、我々も本当はわからぬわけですね。 

 そこに書いてあるいろいろな記事の中で、

情報提供とはいうけれども、この協定の性質

あるいは交渉の性質上、極端に言うと、今の

対象国、後から入るところには中身を教えず

に、入ると言うなら見せるよ、教えるよと、

締結した後４年ぐらいですか、関係者以外に

は公開をしてはならないというような何かル

ールもあるとかいう話も載っているわけです

ね。ということは、交渉の過程において、か

なり強い関係者への守秘義務が課されて、ほ

とんど情報が国レベルでもあんまり出てこな

いんじゃないだろうかという片方の御意見な

りもあるわけですね。 

 その点、昔とったきねづかとおっしゃいま

したけれども、例えば一番国の関係の情報が

多いであろう錦織部長に――本当なのかどう

なのかも、我々はちょっと誰に聞きようもな

いわけですね。ある意味で、確かにその情報

提供というのはすべきだし、しなければなら

ないとは思うけれども、このＴＰＰ交渉の性

質上、果たしてそういうのが可能なのだろう

かと思うんですが、どうでしょう。 

 

○錦織企画振興部長 私の限られた経験で申

し上げますと、それこそウルグアイ・ラウン

ドが成立したとき、それから、その後のＷＴ

Ｏでのドーハ・ラウンドが進んだときも、基

本的にそこでの協定というのは、大会議室で

やっている会議以外の個別交渉ごとにネゴシ

エーションやっているものは、ほとんど外に

は出ません。でないと、要するに、交渉相手

国に、自国でこの産品をどう扱うかというの

を、自分の国が国民に問いかけて確認したり

すると、その情報が相手国に伝わって、じゃ

あ相手の国はこの産品についてはおりるんだ

と思っちゃうわけですから、情報が漏れる

と、その交渉の力が変わってくるんですよ

ね。ですから、やはりそれを危惧する担当者

というのは、基本的にはその情報を必ず秘匿

する、それを守る義務があるというものでご

ざいます。 

 ただ、例えばウルグアイ・ラウンドでも、

一番最後の大きな決断をしなければならない

ときは、やはり政府が国民に問いかけるとい

うシチュエーションは必ずやってきたわけで

すから、どこかでは何かのしっかりしたもの

が出るかもしれませんが、それ以前の段階と

いうのは、やはりかなり交渉を円滑に進める

ためには、ある程度情報は選別されるのが常

識的な判断であろうなというふうに考えてお

ります。 

 

○前川收委員長 という話もございますの

で、かなり難しい、委員会の運営も含めて難

しい状況になるというふうには思っておりま

す。 

 とはいえ、さまざまな部分からの情報収集

にはやっぱり努めていかなきゃならないとい

うふうに思っておりますし、先ほど言いまし

たとおり、適宜そのような情報のソースも含

めて確認をしながら、皆さんと一緒に議論を

進めていきたいと思います。 

 

○佐藤雅司委員 今の松田先生の話にちょっ

と関連するわけですが、どうやって情報をと

っていくのかというのが私の疑問です。 

 なぜかといいますと、交渉団というのは10

0人ぐらいおられるそうですね。250品目ぐら

いあって、それぞれがそれぞれにずっと細か

く積み上げてやっていかれると。向こうはす

ごい交渉団を持って――アメリカだけの話で

すけれども、そのほかにも２国間でやるやつ

はいっぱいあるでしょう。ですから、情報を

とるといっても、かなり――いろんな動きに

ついてはわかるかもしれませんけれども、中

身は何をやっているかというところまでは、
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県としてどういうふうに政府から情報をとっ

ていくのかと、それが私の疑問でありますけ

れども、そこら辺はいかがでございましょう

か。 

 

○前川收委員長 さっきと同じ答えだと思い

ますけれども、どうぞ、誰か。 

 

○小原企画課長 具体的には、今までも各省

庁の方にも何人かお聞きしたんですけれど

も、やはり省庁でも今のところはわからない

というところがございますが、７月23から25

にかけては日本も参加できるということにな

りますので、我々としては、その時期前後に

また新たな動きがあるのではないかと期待し

ているところでございまして、申しわけござ

いませんが、それ以上のことは……。 

 

○佐藤雅司委員 もう一つは、例えば、各省

庁が、それぞれに担当者がいて、いろんなと

ころと交渉を始めていく、そうすると、今部

長がおっしゃったように、いろんな――そこ

は出しちゃいかんと、何というんですか、秘

密裏に話としては行われているという過程に

おいては、全然外に出せないんですね。全く

出せませんので、あとは、例えばマスコミ情

報だと、いろんな憶測も含めて、こうなった

のではないかとか、それが正確かどうかはわ

からないということになってしまうわけです

から、非常に闇の中で手探りでいかないかぬ

ということになって、執行部も大変でしょう

けれども、我々も、議論してばかなことを言

ったり、例えば数字を出して何とかと言った

りすると、それがひとり歩きをして別な影響

を、悪い影響を与えていくような気がしてな

らないので、そこら辺の整理の仕方というも

のを、やっぱりこの委員会である程度の線を

引きながらしていかないといかぬのかなと、

そんな印象です。 

 

○山本秀久委員 熊本県として、一応今いろ

んな角度からいろいろな力を持っておるわけ

ですよ。その力が、どれだけ今度ＴＰＰ参加

のために落ちるのか、上がるのかということ

を検討するのがこの委員会だということだと

思うんです。だから、出てこないことから、

まだ実際に今熊本が持っている力、農業分

野、いろんな点、商工にもあるでしょう。そ

の問題のときに、こういうものが出てきたと

きに熊本県はどう対応するかということをま

ず考えとかなきゃならぬということ、その実

態を把握しておかなきゃならぬということを

私は言っておくわけだ。こうだこうだじゃな

くて、熊本県の実態をしっかり吟味しておく

必要があるんだということを私は訴えておき

たい。それだけなんですね。それが基本にあ

れば、物が出てきてもそれに対応できると思

うんだ、審議の仕方が。そういうことを一応

お願いしておきます。 

 

○前川收委員長 いわゆる国と国との交渉で

あって、出た結果について国が全て責任を負

うということもありますけれども、やっぱり

県内対策で対応できる部分については、県内

できちっと対応するという前提は持っておか

ないと、国がしたことだから県は知りません

という話では困るということだと思いますの

で、その点についての検討もきちっと進めて

いただきたいと思っております。 

 それから、先ほど佐藤委員のお話がありま

したけれども、情報ソースの部分について

は、確かに不確定な部分が多かろうと思いま

す。ただ、政府筋はそうであっても、例えば

政府筋じゃない筋もあると思っていまして、

例えば与党筋、政府と政治のほうの一体感は

ある程度あると思います。ただし、その情報

ソースが正確かどうか別としても、情報を持

つという前提においては、政府・与党という

ものは――余りにも与党を無視した形で政府

は進むということも多分ないと思いますの
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で、ＷＴＯのときも、与党筋から漏れてきた

話というのは少しありました。そういうとこ

ろもしっかり――それは、そちらでできなく

てもこちらのほうでは考えながら、要するに

執行部はやっぱり公式な政府からの筋しか扱

えないと思いますが、非公式であっても、与

党筋からの情報というものにもアンテナを張

りながら、しっかりやっていければというふ

うに思っています。 

 

○松田三郎委員 ちょっと確認ですけれど

も、さっきの国の試算の説明の中で、ＧＤＰ

0.66％押し上げる、3.2兆円ですと。これ

は、あるシンクタンクの講演会で聞いたこと

ですけれども、0.66％というと、何か非常に

少ないような感じだけれども、それだけパイ

が広がるということだから、これはある程度

のプラスは大きいですよと。 

 ただ、何かの別のには、どうも国民の多く

は、毎年0.66％ＧＤＰは上がっていくように

思っているとか、いや、これはあくまで何年

後かに、この試算どおりだとして0.66上がる

んですよとか、何かいろいろ錯綜しているよ

うなんですけれども、マクロ経済でこの0.6

6％ＧＤＰを押し上げる効果というのは、錦

織部長、どぎゃんかきちっと説明していただ

ければ。誤解のないようにと思って。 

 

○小原企画課長 先ほどの3.2兆円の経済効

果というのは、将来にわたって3.2％という

ことでございまして、経済構造調整が貿易自

由化になってから次第に伸びていく、そして

一番大きくなったところが3.2兆円、この部

分がおおむね10年後ぐらいだろうと、それか

らずっとその3.2は続いていくという国の計

算になっております。一遍に3.2兆円がぐっ

とじゃなくて、次第に上がっていくという、

そういう計算でございます。 

 

○前川收委員長 それでは、質疑を終了した

いと思いますが、最後に田代委員。 

 

○田代国広委員 いささか飛躍した、非現実

的な考え方かと思いますけれども、日本の農

業を守るという、日本の農業を守るというこ

とは、食料を守る、国民を守る、国家を守る

というように私は考えるんですけれども、そ

の一つの方法として、いわゆる二重価格制

度、政府が高く買って安く売るというような

制度ですけれども、そういった制度は、現実

的に、法律的にも含めて考えられることなん

でしょうか、どうなんでしょう。 

 

○錦織企画振興部長 それは輸入価格のとい

うことですか。 

 

○田代国広委員 いやいや、日本の農業、農

産物がやられますから、それを政府が高く買

って安く売るというような、いわゆる二重価

格制度というものは現実的に考えられるかど

うかということを聞いています。 

 

○錦織企画振興部長 例えば、一つの例とし

ては、輸入品については、御存じのとおり、

砂糖でありますとかあるいは小麦といったも

のは、政府が買い取るあるいは政府が設定し

た価格で買い取るという形で、安く買ってお

いて高く売ってあげるという制度はあります

けれども、なかなか国内制度でそういう政府

が差損を見るという制度は余り聞いたことは

ないです、正直言って。事実関係として。 

 

○田代国広委員 現実的に今までも余りない

んですけれども、例えば重要品目と言われて

いるものあたりが大きな影響を受けるわけで

すよね、このＴＰＰに参加することによっ

て。それを守るために、今私がお尋ねしてい

るのは、政府が高く買って安く売るような、

そういった制度は現実的に考えられるかどう

かということを聞いているんです。 
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○山中農産課長 農産課でございます。 

 今の二重価格については、昔は、米が、政

府が買い入れて高く売るという二重価格がご

ざいましたけれども、今は直接的にそういう

形の制度はございません。 

 ただ、先生御承知のとおり、今経営所得安

定対策というのがございまして、市場価格は

比較的安く抑えて、その足りない分、赤字に

なる部分を国が補塡するというようなやり方

での補塡のやり方は現在もやられているとい

うことでございます。 

 

○前川收委員長 それでは、質疑もこれから

でございますので、きょうは少し予行演習的

な話という形でやっていただければと思いま

す。 

 次に、閉会中の継続審査についてお諮りし

ます。 

 本委員会に付託の調査事件については、審

査未了のため、次期定例会まで本委員会を存

続して審査する旨、議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○前川收委員長 ありがとうございます。異

議なしと認め、そのようにいたします。 

 次に、その他に入りますけれども、私のほ

うから２つ提案がございます。 

 まず１点目は、今後のＴＰＰ交渉の内容が

明らかになり、大きく影響が出ると考えられ

る分野については、随時、関係団体の意見を

聞く必要があるというふうに思われます。 

 つきましては、今後必要に応じて関係団体

との意見交換を行ってはどうかというふうに

も考えておりますけれども、いかがでしょう

か。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○前川收委員長 異議なしということですの

で、そのようにいたします。 

 なお、意見交換の実施及び実施時期等につ

いては、私のほうに御一任いただければと思

いますが、よろしいですか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○前川收委員長 ありがとうございました。 

 次に、２点目ですけれども、閉会中の視察

の件についてですが、委員会で行う委員派遣

というのは、本来、会議規則81条により、委

員会としてこれを議長に申し出ることになっ

ております。しかしながら、緊急な委員会の

視察が必要な場合に、委員会をそのたびに開

催するのが不可能な場合もあります。 

 そこで、所管事務に係る閉会中の委員派遣

の実施、目的、日時、場所等については、委

員長に一任ということでよろしゅうございま

すか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○前川收委員長 ありがとうございました。 

 それともう１つ、このＴＰＰの委員会を推

進していく上においては、議論の広がりとい

うのがかなり制約できない部分があろうかと

思います。とりわけ、冒頭、村上先生がおっ

しゃった、ＴＰＰの話とは別としてとおっし

ゃったんですけれども、農業対策の問題とい

うのは非常に大きな問題でありますが、そこ

まで我が委員会で全てやっていくということ

であれば、常任委員会との問題もございます

ので、当委員会においては、あくまでＴＰＰ

とかかわる問題のみの審議にしていきたいと

いうふうに思っておりますが、よろしゅうご

ざいますか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○前川收委員長 ありがとうございました。

異議なしということでございますので、その

ようにさせていただきたいと思います。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。ありがとうございまし

た。 

    午後３時５分閉会 
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 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する。 
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